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一
定
以
上
の
所
得
の
あ
る
方
は

２
割
負
担
に

　
介
護
保
険
制
度
は
、
介
護
が
必
要
に
な
っ
て
も
住
み
慣
れ
た
地
域
や
自
宅
で
暮
ら
し
続
け
る

た
め
に
社
会
全
体
で
支
え
合
う
仕
組
み
で
す
。
こ
の
制
度
を
持
続
し
て
い
く
た
め
、
八
月
か
ら

利
用
者
の
費
用
負
担
の
見
直
し
を
行
な
い
ま
す
。
今
月
号
の
特
集
で
は
、
制
度
変
更
の
内
容

と
、
町
独
自
に
実
施
し
て
い
る
助
成
制
度
な
ど
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

介護保険制度が
　　　変更になります
介護保険制度が
　　　変更になります
～利用者負担の見直し～

食
費
・
部
屋
代
の
軽
減
基
準
の

変
更

現
役
並
み
所
得
世
帯
の
負
担

上
限
を
引
上
げ

　
こ
れ
ま
で
Ὶ
介
護
サ
ῴ
ビ
ス
を
利
用
し
た

場
合
の
利
用
者
負
担
は
Ὶ
所
得
に
か
か
わ
ら

ず
一
割
で
し
た
Ί
八
月
か
ら
Ὶ
一
定
以
上
の

所
得
の
あ
る
方
は
Ὶ
利
用
者
負
担
を
二
割
に

引
き
上
げ
ま
す
Ί
一
定
以
上
の
所
得
の
あ
る

方
と
は
Ὶ
六
十
五
歳
以
上
の
方
で
Ὶ
合
計
所

得
金
額
が
百

六
十
万
円
以

上
 
単
身
で

年
金
収
入
の

み
の
場
合
Ὶ

二
百
八
十
万

円
以
上
 
の

方
で
す
Ί

　
た
だ
し
Ὶ

世
帯
内
の
六

十
五
歳
以
上

の
方
の
年
金

収
入
と
そ
の

他
の
合
計
所

得
金
額
の
合

計
が
単
身
で

二
百
八
十
万

円
Ὶ
二
人
以

上
で
三
百
四

十
六
万
円
未
満
の
方
は
一
割
負
担
の
ま
ま
で

す
Ί

　
現
在
Ὶ
要
介
護
 
要
支
援
 
認
定
を
受
け

て
い
る
方
に
は
Ὶ
負
担
割
合
が
記
載
さ
れ
た

‎
負
担
割
合
証
を‏
七
月
に
送
付
し
て
い
ま
す
Ί

※
サ
ῴ
ビ
ス
を
利
用
さ
れ
る
際
は
Ὶ
被
保
険

者
証
と
負
担
割
合
証
の
二
枚
を
サ
ῴ
ビ
ス
事

業
所
や
施
設
に
提
示
し
て
く
だ
さ
い
Ί

　
介
護
保
険
施
設
や
シ

奣
ῴ
ト
ス
テ
イ
を
利
用

し
た
場
合
Ὶ
食
費
・
部

屋
代
は
本
人
負
担
が
原

則
で
す
Ί
低
所
得
の
方

に
つ
い
て
は
Ὶ
軽
減
す

る
制
度
を
設
け
て
い
ま

す
Ί
こ
れ
ま
で
は
Ὶ
住

民
税
非
課
税
世
帯
の
方

で
あ
れ
ば
一
律
負
担
軽

減
の
対
象
と
な
ℕ
て
い

ま
し
た
Ί
八
月
か
ら
は
Ὶ

次
の
要
件
の
い
ず
れ
か

に
該
当
し
た
場
合
は
Ὶ

軽
減
の
対
象
外
と
な
り
ま
す
Ί

ϱ
利
用
者
の
配
偶
者
 
事
実
婚
や
世
帯
分
離

を
含
む
 
が
住
民
税
課
税
者
で
あ
る
場
合

ϲ
預
貯
金
等
 
有
価
証
券
や
金
・
銀
等
含
む
 

の
金
額
が
Ὶ
一
千
万
円
 
配
偶
者
が
い
る
場

合
は
合
わ
せ
て
二
千
万
円
 
を
超
え
る
場
合

　
現
在
Ὶ
負
担
軽
減
を
受
け
ら
れ
て
い
る
方

に
は
Ὶ
八
月
上
旬
に
更
新
の
申
請
書
を
送
付

し
ま
す
Ί

※
申
請
の
際
に
は
Ὶ
通
帳
等
の
写
し
を
忘
れ

ず
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
Ί

　
介
護
サ
ῴ
ビ
ス
を
利
用
す
る
場
合
Ὶ
利
用

者
の
所
得
に
応
じ
て
Ὶ
月
々
の
負
担
の
上
限

が
設
定
さ
れ
て
い
ま
す
Ί

　
こ
れ
ま
で
Ὶ上
限
額
が
三
万
七
千
二
百
円
で

あ
ℕ
た
方
の
う
ち
Ὶ‎
現
役
並
み
所
得
に
相
当

す
る
方
が
い
る
世
帯
の
方
の‏
負
担
上
限
を
四

万
四
千
四
百
円
に
引
き
上
げ
ま
す
Ί対
象
は
Ὶ

同
一
世
帯
内
に
課
税
所
得
百
四
十
五
万
円
以

上
の
六
十
五
歳
以
上
の
方
が
い
る
世
帯
で
す
Ί

　
た
だ
し
Ὶ
一
定
収
入
未
満
の
方
は
Ὶ
申
請

し
て
い
た
だ
く
と
Ὶ
上
限
額
が
従
来
の
三
万

七
千
二
百
円
と
な
り
ま
す
Ί

　
新
し
い
上
限
額
区
分
に
該
当
す
る
方
の
う

ち
Ὶ
申
請
書
を
提
出
す
る
こ
と
で
従
来
の
上

限
額
に
据
え
置
か
れ
る
可
能
性
の
あ
る
方
に

は
Ὶ
八
月
上
旬
に
申
請
書
を
送
付
し
ま
す
Ί

※
申
請
の
際
に
は
Ὶ
源
泉
徴
収
票
な
ど
公
的

年
金
及
び
給
与
収
入
額
が
確
認
で
き
る
書
類

も
忘
れ
ず
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
Ί

所得要件

7月まで（変更前） 8月以降（変更後）

所得要件 資産要件

住民税非課税世帯

住民税非課税世帯
（非課税年金含む〈新設〉）

配偶者の課税状況〈新設〉
（世帯分離・事実婚含む）

預貯金額が一定以下〈新設〉

※ 1 人
2人以上

：1,000万円
：2,000万円

※合計所得金額…年金収入や給与収入、事業収入などから公的年金控除や給与所得
　　　　　　　　控除、必要経費を控除した額

下記以外の場合

同一世帯の65歳以上の方の

年金
収入

その他の
合計所得金額

単身:280万円
2人以上:346万円

（合計所得金額−年金所得）

65
歳
以
上
の
方

本 人 の 合 計
所 得 金 額 が
160万円未満

本人の合計所
得金額（※）が
160万円以上

2割

負担

1割

負担

1割

負担

負
担
割
合
証
を
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
に

提
示
し
て
く
だ
さ
い


